
○近江八幡市放課後児童クラブ新規運営者の基準等に関する要綱 

平成２５年１２月２日 

告示第２２２号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の３第２項及

び近江八幡市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年近江八幡市条例第３７号。以下「条例」という。）の規定に基づき、

新たに近江八幡市放課後児童クラブ及び放課後児童健全育成事業（以下「事業」と

いう。）を実施する運営者の基準等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（令２告示７３・一部改正） 

（事前協議） 

第２条 新規の事業（近江八幡市放課後児童クラブ（以下「クラブ」という。）を分

割する場合を含む。）を運営しようとする者（以下「申請者」という。）は、近江

八幡市放課後児童健全育成事業実施に係る事前協議書（別記様式第１号。以下「事

前協議書」という。）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 設立趣旨、事業内容等の団体等の概要がわかる書類 

(2) 定款、寄付行為、規約又はこれらに類する書類 

(3) 登記事項証明書（法人の場合） 

(4) 経営方針及び運営規則 

(5) 予定する組織及び人員体制を示す書類 

(6) 収支予算書及び事業実施計画書 

(7) 事業を遂行する資力があることを証する書類（資金計画書） 

(8) 使用予定施設調書（各室の寸法及び面積のわかるもの） 

(9) 申請者が法人の場合にあっては、法人税、法人県（道都府）民税、事業税、法

人市（町村）民税、固定資産税、上水道料金及び下水道料金を滞納していないこ

とを証する書類 

(10) 申請者が非法人の場合にあっては、代表者が所得税、市（町村）民税、県（道

都府）民税、固定資産税、国民健康保険料（税）、介護保険料、後期高齢者医療

保険料、上水道料金及び下水道使用料を滞納していないことを証する書類 

(11) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 市長は、事前協議書の提出があったときは、次に掲げる事項について速やかに審

査するものとする。 

(1) 条例に規定する基準を満たしていること。 

(2) 近江八幡市放課後児童クラブ運営費補助金交付要綱（平成３１年近江八幡市告

示第１０９号。以下「交付要綱」という。）第２条及び第３条の規定に適合して

いること。 

(3) 運営主体の安定的な運営が見込まれること。 

(4) 近隣のクラブの状況及び小学校施設等を利用した放課後施策の実施状況と適

合すること。 

(5) 保育に対する需要があり、事業を実施することが適当な地域であること。 

３ 市長は、事前協議書の内容を審査し、承認又は不承認を決定して近江八幡市放課

後児童健全育成事業事前協議承認・不承認通知書（別記様式第２号）により、事前

協議書の提出後３０日以内に申請者に通知するものとする。ただし、承認した場合

においても、交付要綱に基づく補助金の交付を保証するものではない。 

（令２告示７３・旧第３条繰上・一部改正） 



（運営主体の安定的な運営） 

第３条 前条第２項第３号に定める運営主体の安定的な運営が見込まれるとは、申請

者が次に掲げる要件の全てを満たしていることをいう。 

(1) 事業の趣旨に基づき、地域及び学校との連携を図りながら、「遊びの場」及び

「生活の場」を兼ね備えた安全で快適な放課後の居場所を確保できる運営主体で

あること。 

(2) 代表者又は役員が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその

執行を受けることがなくなるまでの者でないこと。 

(3) 代表者又は役員が、次のいずれにも該当していないこと。 

ア 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号。以下「法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以

下同じ。） 

イ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与え

る目的をもって、暴力団（法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

又は暴力団員を利用している者 

ウ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直

接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与している者 

エ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

オ 暴力団、暴力団員又はアからエまでのいずれかに該当する者であることを知

りながら、これを不当に利用するなどしている者 

(4) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に

該当しないこと。 

(5) 宗教活動又は政治活動を主たる目的としていないこと。 

２ 申請者は、前項各号について要件を満たしていることを誓約書その他の書類によ

り示さなければならない。この場合において、当該記載事項に関し、警察当局に照

会することについて、その旨あらかじめ同意したものとみなす。 

（令２告示７３・旧第４条繰上・一部改正） 

（承認の取消） 

第４条 市長は、第３条第１項各号の添付書類及び前条第２項に規定する誓約書その

他の書類に虚偽があったときは、承認を取り消すことができる。 

２ 申請者は、承認を取り消された場合は、事業を運営することができない。 

（令２告示７３・旧第５条繰上・一部改正） 

（その他） 

第５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

（令２告示７３・旧第６条繰上・一部改正） 

付 則 

この要綱は、告示の日から施行し、平成２５年１１月１日から適用する。 

付 則（令和２年告示第７３号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

付 則（令和４年告示第３１５号）抄 

（施行期日） 

１ この告示は、告示の日から施行する。 



 



 



 



 



別記様式第１号（第２条関係） 

（令２告示７３・全改、令４告示３１５・一部改正） 

別記様式第２号（第２条関係） 

（令２告示７３・全改） 

 


